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広域系統長期方針の策定について

2015年10月16日
広域系統整備委員会事務局

第６回広域系統整備委員会
資料３
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第３回委員会資料（一部追記）

 これまでの議論

１．長期方針の策定の方向性

２．長期方針の取りまとめに向けた検討の進め方

３．電力潮流シミュレーションの前提

４．電力潮流シミュレーションのシナリオの考え方

 今回ご議論いただきたい事項

１．電力潮流シミュレーションの状況

２．流通設備の健全性確保



3周波数調整等の課題の検討について

項目 内容 検討状況 再エネ導入見込量を踏まえた検討

周波数制御
に対応した
調整力

• 瞬動予備力
（ガバナフリー）

• 運転予備力
（ＬＦＣ）

• 「調整力等に関する委員会」において以下について
検討中
 系統全体として必要な量の算定

 一般送配電事業者が確保すべき調整力の必要
量・スペックの整理

• 「調整力等に関する委員会」に作業会を設置し、遅く
とも来年度中に、全国の周波数変動のシミュレー
ションを実施できるよう検討する。

• 長期エネルギー需給見通しにお
ける再エネの導入見込量を踏ま
えた検討は、「調整力等に関す
る委員会」における検討結果を
踏まえる必要があるため、今回
の長期方針検討におけるシミュ
レーションとは切り離し、検討の
場や進め方を含めて今後検討

• 広域周波数調整
（連系線を活用した
広域的な周波数調整）

• H28年度からの運用を目指し準備中
 運用ルール（連系線の活用方法等）を検討中
 システムを開発中

 前回委員会において、再エネが大量導入された場合の周波数調整等の課題について検討が必要とのご指摘あり。

 電気事業法の改正に伴うライセンス制の導入等の環境変化も踏まえ、調整力として確保する量（必要量）等は、当
機関の「調整力等に関する委員会」において検討中。

 長期エネルギー需給見通しにおける再生可能エネルギーの導入見込量を踏まえた周波数調整等の課題について
は、「調整力等に関する委員会」における検討結果を踏まえる必要があるため、今回の長期方針検討におけるシ
ミュレーションとは切り離し、検討の場や進め方を含め今後検討する。

 周波数変動のシミュレーションは今年度中に結論を得られる見込みではないため、この点に留意して長期方針の
検討を進める。

全国大の周波数変動のシミュレーション検討（調整力等に関する委員会）

平成27年度 平成28年度

長期エネルギー需
給見通しにおける
再エネ導入見込量
を踏まえた検討
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広域的な周波数調整に多く依存する場合 エリア内に調整力を十分確保する場合

連系線

下げ代

その他 「需要想定誤差」、「再エネ出力想定誤差」、「電源脱落による供給力の減少」への対応のための調整力の必要
量及び確保方法も、連系線や下げ代に影響する。

1時間

周波数調整のための調整力と連系線潮流（イメージ）

 広域的な周波数調整に多く依存する場合は、エリア内に調整力を十分に確保する場合と比べ、

連系線に周波数調整に必要な容量を多く確保する必要があるため、計画的に連系線を利用できる量は減少する。

エリア内の調整力を確保するために必要な火力発電機等の並列台数は減少するため、下げ代は増加する。

 長期エネルギー需給見通しにおける再生可能エネルギーの導入量を踏まえた周波数調整面での連系線の活用に
ついては、今後の調整力の確保の在り方を踏まえて議論する必要がある。

1時間

連系線に流
れる潮流

計画的に利用
できる容量：少

計画的に利用
できる容量：多

参考

周波数調整に
必要な容量※

周波数調整に必要な

火力発電機等の並列
台数：少

周波数調整に必要な

火力発電機等の並列
台数：多

※今回の長期方針
のシミュレーション
では未考慮

調整火力以外

下げ代：多

下げ代：少

需要

調整火力以外

：

潮
流
方
向

調整火力②最低出力*
調整火力①最低出力*

*調整力を含む最低出力

調整火力①～②
増分出力

調整火力②最低出力*
調整火力①最低出力*

調整火力①～⑤
増分出力

調整火力⑤最低出力*



5今後の検討スケジュール

調整力
（長期）

マージン

８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

★第4回
（8/24）

★第5回
（10/2）

★第6回 ★第7回委員会

シナリオ分析

海外事例調査＠国内 現地調査 中間報告

指標/基準

方向性
整理

とり
まとめ

★年間分公表
（3/15）

★長期分公表
（3/31）

周波数変動シミュレーションに関する検討

★第8回 ★第9回 ★第10回

調整力
（短期）

確率論的手法

海外調査
事
務
局

★予備検討結果 ★検討結果
（連系制約無し）

★検討結果
（連系制約考慮）

★検討結果

★検討結果

確保主体
（Step2）

想定誤差・変動 ★データ ★上げ代他

周波数変動に関する検討

各論点に関する検討

調整力の検討結果

継続検討
課題

※主なものを記載。現時点の目途であり、今後の検討、委員会議論により変更の可能性あり

進め方★

論点
整理

全体

H28年度

★検討結果

参考
第５回調整力等に関する委員会

資料１－２



6ＬＦＣ必要量の検討について

 前回の委員会時点では、需要変動や再エネ出力変動に対応する予備力・調整力の検
討のうち、制御機能（ＬＦＣ調整力等）毎の必要量の検討方法について、引き続き
調査・検討を行うこととしていた。

 本日、検討方法についてご意見をいただきたい。

第４回調整力等に関する委員会 資料４

参考
第５回調整力等に関する委員会

資料３



7ＬＦＣ必要量の検討の具体的進め方について

 現在、広域機関では、潮流計算や過渡安定度等のシミュレーションを行うツールとモデ
ル（送電線の定数、発電機の定数、発電機の励磁系のブロック等）を保有しており、地
域間連系線の増強検討等の業務に活用しているが、ＬＦＣの制御ブロックやプラントの
特性を模擬したモデルは所有していない。

 一般電気事業者においても、全国大で現状系統における周波数変動のシミュレーション
を直ちに実施できる状況にはなく、実施にあたっては、実系統と同等の動作を示すよう
なモデルを作成のうえ、チューニングが必要となるため、今年度中に一定の結果を得る
のは現実的ではない。

 上記の状況を踏まえ、以下の方向で検討を進めることとしたい。

 本格的な検討に向けた環境の整備

• 広域機関で全国の周波数変動のシミュレーションを実施できる環境の整備を念頭
に、本委員会のもとに作業会を設置し、使用するツール、モデル、入力データ
（需要や再エネ出力のデータ）の考え方等の検討を行う。

• 当該作業会には、中立者および一般電気事業者に参加を依頼し、速やかに検討を
始め、適宜、当委員会に状況を報告する。

※作業会のメンバー構成については大山委員長に相談のうえ決定。

• 遅くとも来年度中にシミュレーションによる検討ができる状態を目標とし、ツー
ルに関する検討結果等を踏まえ、具体的なスケジュールを設定。

 本年度中に実施する予備的検討

• 上記検討を進めるにあたっての予備的検討として、周波数変動のシミュレーショ
ンを実施できる東京電力の協力により、代数的手法との比較を行う。

第５回調整力等に関する委員会
資料３

参考
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（余白）
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２．流通設備の健全性確保

（１）設備保全の状況

a. 系統発展の歴史

b. 広域連系系統の経年設備物量の推移

c. 設備維持・更新の合理性向上に向けた取り組み

（２）電力流通設備の経年化に対応した広域機関の役割



10長期方針の策定の方向性

広域運営の拡大によって、我が国の電力供給における３Ｅ＋Ｓの実現に貢献する。
このため、次に挙げる３つの軸から、広域連系系統の長期的な整備方針を取りまとめる。

Ⅰ 電力系統利用の円滑化・低廉化
○ エネルギーミックスに基づく電源導入等を円滑かつ低廉なコストで実現する
○ 電力市場の活性化に寄与する

Ⅱ 適切な信頼度の確保
○ 系統の役割に応じた適切な供給信頼度を提供する
○ 大規模災害等の緊急時にも電力供給に対する要求を満足する

Ⅲ 電力流通設備の健全性確保
○ 老朽化が進む流通設備の確実かつ効率的な設備更新・形成を計画的に推進する

※ 以上の３つの軸に沿って適切に設備形成・運用されている状態が広域連系系統の「あるべき姿」

●このあるべき姿の実現に向けた考え方を具体化していくために、将来（１０～２０年程度）の広域連系
系統の電力潮流シミュレーションや、流通設備の経年・更新情報等を調査することで、系統の長期的
な課題を探る。

●その課題に対し、系統整備等どのような対応を採るべきかを考察し、長期方針として取りまとめる。
●対応の検討に当たっては、電力関連技術の開発動向や電力需要構造の変化も的確に踏まえたもの
とする。

第４回委員会資料より
（赤字部追記）

本日の議論②
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（１）設備保全の状況

a. 系統発展の歴史：基幹系統整備の歴史

（H24.2 地域間連系線等の強化に関するマスタープラン研究会資料より抜粋）

（東京電力の例）

 電力需要の増加に対応するため、遠隔地にも電源の開発を進め、順次上位の電圧を導入しつつ
需要地までの大電力輸送を実現してきた。このようにして整備が進められた基幹系統は、現在で
もその多くが現役で稼働している。

 一方、将来に向け、再エネ電源の大量導入の影響等、従来想定してこなかった電力潮流を実現す
るための系統整備を検討する必要がある。

← H24.2時点の「現在」



12b. 広域連系系統の経年設備物量の推移：基幹系架空送電設備の例

 基幹系統の架空送電設備は、経済成長の著しい１９６０～７０年代に設備建設が増大。今後、これ
らの設備が順次更新時期を迎えつつある。

 鉄塔の更新計画を策定するにあたっては、単純な経年情報だけでなく、設計・材質・周辺環境等の
要素により劣化の進行が大きく異なることを考慮のうえ、設備の寿命を評価する必要がある。

高度経済成長期の
積極的な設備建設



13b. 広域連系系統の経年設備物量の推移：基幹系ケーブル設備の例

 ケーブル設備については、１９７０～１９９０年代にかけ、堅調に設備量が増加してきた。

 初期に設置されたケーブルの経年劣化に伴う設備更新が進められている。

経年設備の増加



14b. 広域連系系統の経年設備物量の推移：基幹系変圧器の例

 変圧器に関しては、１９７０年代および１９９０年代の設置量が多い。

 現在１９６０～７０年代に設置された経年機器の計画的な設備更新が各社で図られつつある。

更新が始まって
いると推測

経年設備の増加



15c. 設備維持・更新の合理性向上に向けた取り組み

 これまでの基幹系統の整備に伴い膨大な経年設備が存在しており、これらを設備維持・運用する
各社には、確実かつ効率的な設備の保全・更新が求められる。

 これらを的確に実現するためには、各流通設備所有者により膨大な保全データや劣化診断結果等
のデータベース化が進められている。このアセットマネージメントの手法についてはCIGRE等でも積

極的に議論されている世界的な関心事項である。また、電力流通設備のアセットマネジメントの手
法について、国際標準化に向けた議論が進められている。

【参考】アセットマネージメントの国際標準化に向けた取り組み

IEC/MSB 白書 Strategic asset management of power 
networkでの提言 （2015.10） より

1. 標準化の対象候補

(1) 系統信頼度の指標 (SAIDI, SAIFI, CAIDI, etc.)

(2) 国際的な設備運用実績データベース

(3) 信頼度区分

(4) アセットマネジメントの方式

╶ 点検・診断手法と評価基準

╶ 故障データの測定・報告

╶ 故障対策の好事例

╶ 寿命の推定，報告，コスト計算手法

╶ リスク評価の手法

╶ 設備健全度評価

╶ 優先順位付けの手法

2. CIGREや他の関連団体との協働が重要

3. 標準化すべきでないものに留意

好事例を選択肢として例示するにとどめる



16c. 設備維持・更新の合理性向上に向けた取り組み

 更新物量の増加が見通されており、各社は設備の経年や保全情報等のデータを蓄積し、保全・更
新計画の最適化を模索している。

 実際の更新工事の計画にあたっては、設備毎の寿命を総合的に評価（P17：設備寿命の予測にあ
たり評価される観点を参照）するとともに、以下のような観点を考慮することが重要である。

 電力設備の工事に必要なスキルを有する作業員の確保 （P18：作業員数の推移を参照）

 作業停電に伴う系統信頼度低下（作業停電の困難化回避） （P19：北本増強の事例を参照）

 託送料金に影響を与えうる設備更新物量の年度ごとのアンバランス回避

 流通設備所有者においては、アセットマネージメント等の活用により、設備寿命や取替に伴う様々
な制約を総合的に勘案した最適更新計画の策定が期待される。



17【参考】設備寿命の予測にあたり評価される様々な観点

寿命の定義

多くの要因によって決まる。

・安全性
・信頼性
・保守費用
・設備容量の不足
・部品の消耗
・環境による影響

・人材
・メーカサポート
・劣化
・陳腐化 …など

標準化により，寿命予測手法を見出せる。

IEC/MSB 白書 Strategic asset management of power 
networkでの提言 （2015.10） より



18【参考】電力設備の工事に必要なスキルを有する作業員数の推移

 更新計画を実現するにあたって、作業員の確保は特に重要。

 ここ数年、必要な能力を有する作業員数はわずかながら減少傾向にあり、今後、大幅に増大する
ことが予想される更新物量に応じた作業員を確保する必要がある。

 作業員確保の観点からは、中長期的に安定した工事物量を予見できることが重要であり、一般電
気事業者においては情報公開にも取り組んでいる。

送電線建設技術
研究会
ウェブサイトより

• 近年、作業員数は減
少傾向にある

• 今後、新増設計画の
実現に加え、大量の経
年設備の更新に対応
できる人員を確保でき
るか、懸念される。



19【参考】作業停電の困難化回避の事例

 既設設備の経年に伴う改修に備えることを考慮した設備計画が検討されている。



20（２）電力流通設備の経年化に対応した広域機関の役割

流通設備の高経年化対応における広域機関の主な役割は、長期的な設備形成の合理性の確保にあ
るのではないか。

 広域連系系統の設備の健全性が確保されているか、経年更新の動向について広域機関として把
握に努める。

 広域連系系統の経年・劣化状況や更新動向について整理していく。

 経年設備の更新が計画される際には、長期的な広域連系潮流の見通しを踏まえ、設備規模の拡
大・縮小や系統の変更等、最適な系統構成となるよう検討していく。

 供給計画（流通設備計画）の取りまとめにおいて、長期方針との整合性を確認していく。

 広域系統整備計画の策定に当たっては、関連する系統の経年対策を考慮し、系統全体として最適
な対策となるよう検討する。

 例えば、FC90万kW増設に向けた基本要件では、275kV送電線の経年対策を織り込んだ対策とした。



21【参考】合理的な系統構成の検討

 従来も設備所有者により合理的な設備形成がなされてきたものと思われるが、今後は小売全面自
由化や市場活性化の観点から、ますます系統利用の不確実性が増していくであろうことに鑑みる
と、全国横断的な視野を有する広域機関の役割は重要と考えられる。

〔想定事例１：地内送電線のサイズ選定〕

エリアⅠ エリアⅡ

 従来は地内の潮流動向を主眼に設備計画が策定さ
れてきた。

 地内の電源計画に大きな変化が想定されない場合、
通常は従来と同等の設備への更新が計画される。

 今後は、例えばエリアⅡに安価な電源が大量に導
入され、連系線を介してエリアⅠへ流入するような
可能性も見据え、最適な地内系統の増強を視野に
入れた検討を行う。

G

〔想定事例２：電源線のサイズ選定〕

 通常は発電事業者の特定負担額を最小化
することに配慮し、新規電源の設備容量に
対し裕度の無い電源線が敷設される。

G

 全体最適の観点から考えれば、系統に発生す
る電力損失分を考慮のうえ、ワンサイズ上の線
種を選択することが望ましい可能性もある。



22【参考】全電圧の設備経年分布（送電線支持物）

IEC Market Strategy Board Meeting （2014.12） 資料より抜粋



23【参考】全電圧の設備経年分布（ケーブル）

IEC Market Strategy Board Meeting （2014.12） 資料より抜粋



24【参考】全電圧の設備経年分布（変圧器）

IEC Market Strategy Board Meeting （2014.12） 資料より抜粋


